
 
 

 

 

 

FP2 級 

試験にほぼ出る 

11 の計算式 
『学科・実技』 

  



『本教材について』  
・本 PDF に掲載してある内容は、無断複写・無断転載を禁止します。 
 

・本PDFに掲載してある内容は、  

FP試験教材『最短最速合格ガイド』の一部抜粋したものになります。 

 

《最短最速合格ガイドについて》 

・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験

教材]ページからご覧ください。 

 

 
  



『目次』 
本教材は、FP2 級試験に特に出題されてやすい計算式を抜粋していま

す。 

学科では出題されるが実技では出題されてない問題もありますので、出

題率をご覧いただきご自身が試験を受ける部分を勉強してください。 

 

※出題率は、過去問 10 年分を調べ[出題回数÷過去問数×100]で計算

したものです。 

本教材では 4 段階に分けています。 

 

《出題率》 

◎ ほぼ毎回出題されている 

○ よく出題されている 

△ あまり出題されてない 

× ほとんど出題されない 

 

  



『試験範囲』 

学科試験は 6 分野(ライフプラン・リスク・金融・タックス・不動産・相続)が出

題されますが、 

実技は科目により試験範囲が異なりますので、注意してください。 

 

●資産設計提案業務 

→6 分野全てが試験範囲です。 

 

●個人資産相談業務 

→リスク以外の 5 分野が試験範囲です。 

 

●生保顧客資産相談業務 

→金融・不動産以外の 4 分野が試験範囲です。 

リスク分野が 40%(個人の保険 20%・法人の保険 20%)出題されます。 

 

 
 

 

  



[金融]  

●株式投資の評価指標(PER など) 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

●債券の利回り 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ○ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

  



●ポートフォリオの期待収益率 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ○ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

●シャープレシオ 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ○ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

●複利計算 

 出題率 

◎○△× 

学科 × 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 × 

生保顧客資産相談業務 × 

※FP 協会実技資産設計提案業務では、10 年間毎回試験に出題されています。 

※その他の科目では、10 年間で一度も出題されていません。 

 

  



 [タックス] 

●退職所得 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

※生保顧客資産相談業務では、ほぼ毎回出題されています。 

 

 

●一時所得 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

 

 

 

 

[不動産] 

●建ぺい率・容積率 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

  



[相続] 

●小規模宅地の特例 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

 

 

●貸家建付地の相続税評価 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 △ 

 

 

●遺産に係る相続税の基礎控除 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

 

  



『CBT試験の電卓』 
CBT試験は、自身の電卓を持ち込むことができませんので、パソコン上に

ある電卓で計算します。 

CBT試験の電卓は、一般的な電卓と違い、機能が制限されています。 

大きな違いとして、「%の機能」や「メモリ機能」がありません。 

また、複利計算する際に必要となる、繰り返し同じ計算をする方法も、普

通の電卓と違い、下記の方法のみ CBT試験の電卓は可能です。 

 

 

[繰り返し同じ計算をする方法] 

●使用できる電卓計算 ⭕ 

 

例 

5 の 3 乗を計算する時 

[2][×][5][=][=] 

 

4 に 10 を 3回かける時 

[2][×][10][=][=][=] 

 

 

●使用できない電卓計算 ❌ 

下記の方法は、CBT試験の電卓では使用できません。 

 

例 

5 の 3 乗を計算する時 

[2][×][×][=][=] 

 

  



FP2 級 

試験にほぼ出る計算式 
 

 

■株式投資の評価指標 
●株式投資の評価指標(PER など) 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

① 株価収益率（PER） 

株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標 

・PERが高いほど割高 

・PERが低いほど割安 

 

 

PER(倍)＝株価÷1株当たり当期純利益(EPS) 

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数 

 

  



 

 

② 株価純資産倍率（PBR） 

株価が1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標 

・PBRが高いほど割高 

・PBRが低いほど割安 

 

 

PBR(倍)＝株価÷1株当たり純資産(BPS) 

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数 

 

  



③ 自己資本利益率（ROE） 

自己資本(純資産)に対して、どれだけ利益を上げたのかを表した指標 

・ROEが高い＝効率よく利益を上げている 

 

 

ROE(%)＝当期純利益÷自己資本×100 

 

 

 

④  配当利回り 

株価に対し、1年間でどれだけの配当を受けることができるかを示した数

値 

 ・株価に対して何％の配当を出しているかを示す 

 

 

  配当利回り＝(配当金総額÷発行済株式数)÷株価×100 

 

 

 

⑤  配当性向 

会社の純利益に対して、どれくらい株主に配当したのかを示す指標。 

  ・純利益に対する配当金の割合 

 

  配当性向＝配当金総額÷当期純利益×100 

 

  



『過去問解説』 
株式指標の一般的な特徴に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。  

 

１．ＰＥＲ（倍）は、「株価÷１株当たり当期純利益」の算式により計算され、

この値が高い銘柄は割高と考えられる。  

 

２．ＰＢＲ（倍）は、「株価÷１株当たり純資産」の算式により計算され、この

値が高い銘柄は割高と考えられる。  

 

３．配当性向（％）は、「配当金総額÷当期純利益×１００」の算式により計

算され、この値が高いほど株主への利益還元率が高いと考えられる。  

 

４．配当利回り（％）は、「配当金総額÷純資産×１００」の算式により計算

され、この値が高いほど投資価値が高いと考えられる。  

 

  



【答え】 

1.適切 

PER(株価収益率)とは株価が「1 株あたり純利益 (EPS)」の何倍になって

いるかを見る指標で、割安性を測るもの。 

PER が低い銘柄は割安、高い銘柄は割高といえる。  

PER=株価÷1 株あたりの純利益(EPS)  

 

 

2.適切 

PBR とは株価が「1 株当たり純資産(BPS)」の何倍の値段がつけられてい

るかを見る指標。  

PBR が低い(1倍に近い)ほど銘柄は割安、高い銘柄は割高といえる。  

PBR=株価÷1 株あたりの純資産(BPS)  

 

 

3.適切 

配当性向では、純利益に対しての配当金の割合を算出でき、この数値が

高い銘柄ほど、株主への利益の還元率は高いと判断できます。  

 

配当性向=配当金総額÷当期純利益×100  

 

 

4.不適切 

配当利回りとは購入した株価に対して 1 年間でどれだけの配当を受けら

れるかを示すもの。  

1 株あたり年間配当金/株価×100円  

 

 

 

従って、正解は『4』です。 

  



■債券の利回り 
 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ○ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

・債券とは 

国や地方自治体、企業などの発行体が、広く投資家から資金を借り入れ

るために発行するもの。 

あらかじめ支払う金利（クーポン）や満期日（償還日）が定められており、満

期になると元本（額面）が償還されます。 

 

 

・債券の利回りとは 

利回りとは、投資金額に対してどれだけ増えたのかを示す割合のことで、

利子も含めた年単位の収益割合のこと。 

 

  



① 直接利回り 
投資元本(購入価格)に対して1年間に受け取る利息の割合。 

 

[計算式] 

 
 

 

② 応募者利回り 
債券を新規発行された時に購入して償還期限まで保有した場合の利回

り。 

 

[計算式] 

 
  



③ 最終利回り 
すでに発行されている債券を購入し、償還期限まで保有した場合の利回

り 

 

[計算式] 

 
 

 

④ 所有期間利回り 
新規発行された債券またはすでに発行されている債券を購入し、償還期

限の前に途中で売却した場合利回り 

 

[計算式] 

 
 

 

  



『過去問解説』 

問 
下記<資料>の債券を満期(償還)時まで保有した場合の最終利回り(単利・

年率)を計算しなさい。なお、手数料や税金等については考慮しないもの

とし、計算結果については小数点以下第4位を切り捨てること。 

  

 
  



【答え】 

最終利回りは、すでに発行されている債券を購入し、償還期限まで保有

した場合の利回りのこと。 

 

[計算式] 

 
 

｛(100円-100.6円)÷8年+0.10｝÷100.6×100=0.02485… 

→0.024%(小数点以下第4位を切り捨て)   

 

 

したがって正解は、0.024(%) 

 

  



■ポートフォリオの期待収益率 
 

[金融]  

●ポートフォリオの期待収益率 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 △ 

個人資産相談業務 ○ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

ポートフォリオの期待収益率は、ある資産に投資して、運用により将来得

られることが期待できる平均的な収益率(リターン)のことです。 

 

[計算式] 

(各資産の期待収益率×組入比率)の合計 

 

つまり、ポートフォリオの期待収益率は、ポートフォリオに組み入れた各資

産の期待収益率を組入比率で加重平均した値となる。 

 

  



『過去問解説』 

学科 

問 
投資家Aさんの各資産のポートフォリオの構成比および期待収益率が下

表のとおりであった場合、Aさんの資産のポートフォリオの期待収益率とし

て、最も適切なものはどれか。 

 

  
 

1. 2.03%  

2. 2.21%  

3. 3.03%  

4. 9.10%  

  



【答え】 

ポートフォリオの期待収益率 

期待収益率とは、運用により将来得られることが期待できる平均的な収益

率(リターン)のことです。 

 

[ ポートフォリオの期待収益率の計算方法] 

(各資産の期待収益率×組入比率)の合計 

 

 

 
 

[ポートフォリオの期待収益率] 

預金 0.1%×60%=0.06 

債券 1.0%×15%=0.15 

株式 8.0%×25%=2 

 

合計 0.06+0.15+2=2.21% 

 

 

したがって正解は 2 

 

  



■シャープレシオ 
 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 △ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

シャープレシオは、主に投資信託に使われ運用成績を測るためのリスク

に対するリターンの大きさを示す指標です。 

 

数値が大きいほど、低いリスクで大きなリターンを得たことになり、投資効

率(パフォーマンス)が良いとされます。 

 

[計算式] 

(ポートフォリオの収益率(リターン)−無リスク資産利子率)÷ポートフォリオ

の標準偏差 

 

 

※無リスク資産とは 

 預貯金などの元本が保証された資産のこと。 

 

※標準偏差とは 

 データのばらつきを表す指標のこと。 

  



『過去問解説』 
大津さんは、投資信託への投資を検討するに当たり、ＦＰの細井さんから

候補である３ファンドの過去３年間の運用パフォーマンスについて説明を

受けた。ＦＰの細井さんが下記＜資料＞に基づいて説明した内容の空欄

（ア）～（ウ）にあてはまる語句および数値の組み合わせとして、最も適切

なものはどれか。 

 

＜資料＞ 

ファンド名    収益率   標準偏差 

ＫＸファンド   ５.７０％   ６.５０％ 

ＫＹファンド   ３.００％   ２.００％ 

ＫＺファンド   ４.５０％   １０.００％ 

※無リスク金利は０.５０％とする。 

 

＜ＦＰの細井さんの説明＞ 

・ 「資料の過去３年間の実績から比較すると、一番リスクが高いのは

（ ア ）といえます。」 

 

・ 「シャープレシオにより投資効率を考えると、最も効率的なのは（ イ ）

で、そのシャープレシオの値は（ ウ ）です。」 

 

１．（ア）ＫＸファンド （イ）ＫＹファンド （ウ）１.５０ 

２．（ア）ＫＹファンド （イ）ＫＺファンド （ウ）０.４５ 

３．（ア）ＫＺファンド （イ）ＫＸファンド （ウ）０.８０ 

４．（ア）ＫＺファンド （イ）ＫＹファンド （ウ）１.２５ 

  



【答え】 
ア．KZファンド 

資産運用におけるリスクとは、価格の変動幅が大きいことを言い、価格が

大きく上々したり、価格が大きく下がるものはリスクが大きいと言えます。 

 

標準偏差とは、測定値のバラツキ度合いのことで、標準偏差が高いという

ことは、価格が大きく変動する可能性が高いということになるため、リスクが

高いと言えます。(標準偏差が高い=リスクが高い) 

 

本問では、KZ ファンドが最も標準偏差が高いため、1番リスクが高いと言

えます。 

 

イ．KYファンド 

ウ．1.25 

シャープレシオとは、主に投資信託に使われ運用成績を測るためのリスク

に対するリターンの大きさを示す指標。 

過去の一定期間にポートフォリオがどれだけ安定して利益を上げたかを

示すもので、数値が大きいほど低いリスクで大きなリターンを得たことにな

り、投資効率(パフォーマンス)がよいとされる。 

 

[計算方法] 

（ポートフォリオの収益率(リターン)−無リスク資産利子率）÷ポートフォリオ

の標準偏差 

 

[本問の場合] 

KXファンド：(5.70%-0.50%)÷6.50%=0.8 

KYファンド：(3.00%-0.50%)÷2.00%=1.25 

KZファンド：(4.50%-0.50%)÷10.00%=0.4 

 

KYファンドのシャープレシオは1.25と最も高いため、最も効率的に運用さ

れていることになります。 

 

したがって正解は、4 

  



■複利計算 
[ライフプラン]  

 出題率 

◎○△× 

学科 × 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 × 

生保顧客資産相談業務 × 

※FP 協会実技資産設計提案業務では、10 年間毎回試験に出題されて

います。 

※その他の科目では、10 年間で一度も出題されていませんので、資産設

計提案業務を受けない人は、複利計算を飛ばしても大丈夫です。 

 

 

 

複利計算とは、元本と利息を合計して、さらに利息を掛ける計算方法。 

 

《計算式》 

・1年複利 

元利合計=元金×(1+年利率)^n年数乗 

 

  



『過去問解説』 

資産設計提案業務 

【問】  

 
 

 
  



問 

露木家のキャッシュフロー表の空欄（ア）にあてはまる数値を計算しなさ

い。なお、計算過程においては端数処理をせず計算し、計算結果につい

ては万円未満を四捨五入すること。 

 

  



【答え】 

 
 

 

[複利計算の計算式] 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

[本問の場合] 

・基本生活費 基準年 312万円 

・変動率 2% 

・4年後 

 

4年後の基本生活費= 312万円×(1+2÷100)4乗=337.7...万円 

              (ア)=338万円(万円未満四捨五入) 

  



問 

露木家のキャッシュフロー表の空欄（イ）にあてはまる数値を計算しなさ

い。なお、計算過程においては端数処理をせず計算し、計算結果につい

ては万円未満を四捨五入すること。 

  



【答え】 

[複利計算の計算式] 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

[本問の場合] 

・前年の金融資産残高 686万円 

・変動率 1% 

・1年間の年間収支  

収入合計1,066万円-支出合計966万円=100万円 

  

前年の金融資産残高=686万円×(1+1÷100)1乗+100万円 

              =792.86万円 

               (イ) =793万円(万円未満四捨五入) 

  



■退職所得 
  

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

※生保顧客資産相談業務では、ほぼ毎回出題されています。 

 

退職所得は、分離課税。 
 

 

[退職所得の計算式] 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

 

 

[退職所得控除の計算式] 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

 

＊勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

（例えば勤続年数30年8か月なら31年として計算） 

 

 

  



『過去問解説』 
仮に、Ｘ社がＡさんに役員退職金 5,000万円を支給した場合、Ａさんが受

け取る役員退職金について、次の①、②を求め、解答用紙に記入しなさ

い（計算過程の記載は不要）。〈答〉は万円単位とすること。なお、Ａさんの

役員在任期間（勤続年数）を 30 年２カ月とし、これ以外に退職手当等の

収入はなく、障害者になったことが退職の直接の原因ではないものとす

る。 

 

① 退職所得控除額 

② 退職所得の金額 

 

  



【答え】 

① 

●退職所得控除額の計算式 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

 

＊勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

 

[本問の場合] 

Aさんの勤続年数30年2ヶ月なので、勤続年数31年で計算します。 

 

70万円×（31年‐20年）＋800万円=1,570万円 

 

 

② 

●退職所得の計算式 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

(5,000万円-1,570万円)×1/2=1,715万円 

 

 

したがって正解は、 

①1,570 (万円) 

②1,715 (万円) 

 

  



■一時所得 
 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

 

一時所得は総合課税です。 

 

※総所得金額の問題でよく出題されます。 

 

 

[計算式] 

一時所得の金額＝収入金額‐支出金額-特別控除額（最高50万円） 

 

 

総所得金額に算入する場合は、上記の一時所得の金額に対して、 

1/2が課税対象となります。 

 

  



『過去問解説』 
《設例》  

 
  



問 

Ａさんの 2024 年分の所得税の算出税額を計算した下記の表の空欄①～

③に入る最も適切な数値を求めなさい。なお、問題の性質上、明らかにで

きない部分は「□□□」で示してある。 

 

 
 

 
  



【答え】 

 
① 総所得金額 5,400,000(円) 

総所得金額とは、総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額のこ

とを言います。損益通算とは、所得税額を計算する際に「不動産所得・事

業所得・山林所得・譲渡所得」の金額に損失が生じた場合、その損失額

をほかの所得の金額から控除することを言います。 

 

・事業所得：550万円 

 

・不動産所得 

▲50万円のうち土地取得の負債の利子 30万円は損益通算できません。 

▲50万円-30万円=▲20万円 

 

・一時所得(解約返戻金:) 

一時所得=収入額-支出額-特別控除50万円 

(460万円+610万円)-(500万円+500万円)-50万円=20万円 

一時所得は、総所得金額に算出する際は、1/2が合算対象となります。 

総所得金額に算出する一時所得=20万円×1/2=10万円 

 

総所得金額=550万円+▲20万円+10万円=540万円 

  



② 扶養控除  

 
扶養控除…扶養親族の合計所得金額が48万円以下である場合、配偶

者以外の親族は、一定金額の所得控除が受けられます。 

 対象者 控除額 

一般扶養者 扶養家族で16歳以上70歳未満 38万円 

特定扶養者 扶養家族で19歳以上23歳未満 63万円 

老人扶養者 扶養家族で70歳以上 同居親族→58万円  

以外→48万円 

[本問の場合] 

・妻 B さんは、配偶者ですので、扶養控除はありません。 

・長女 C さんは 15歳ですので、扶養控除はありません。 

・母 D さん(73歳)は、公的年金収入 100万円ありますが、公的年金年金

等控除 110万円を差し引き所得金額は 0円となり 48万円以下です。 

よって、老人扶養者(同居親族)として 58万円の控除額となります。 

 
  



③ 算出税額 212,500(円) 

 
 

所得税額は、課税総所得金額×税率で求めます。 

 

本問の課税総所得金額は 310万円です。 

 

310万円×10%-97,500円=212,500円 

  



■建ぺい率・容積率 
 

 出題率 

◎○△× 

学科 ◎ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 × 

 

 

建ぺい率は、敷地面積に対する建築面積の割合のことを建ぺい率といい

ます。 

 

[計算式] 

・建ぺい率の上限となる建築面積(%)=建築面積÷敷地面積×100 

 

 

[建ぺい率の上限が緩和される場合] 

防火地域内にある耐火建築物 プラス10% 

準防火地域の耐火・準耐火建築 プラス10% 

特定行政庁が指定する角地 プラス10% 

建ぺい率が80%とされている地域内

で、防火地域内になる耐火建築物 

建ぺい率100 

(建ぺい率の制限なし) 

 

 

※備考 

2つ以上の地域にまたがって建物を建てる場合は、最も厳しい地域の規

制が適用されます。 

未指定地域→準防火地域→防火地域の順で厳しくなります。 

  



容積率は、敷地面積に対する延べ面積(各階の床面積の合計)の割合の

ことを言います。 

 

[計算式] 

容積率の上限となる延べ面積=敷地面積×容積率 

 

 

●容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

前面道路が2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道路と

なります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

●前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となりま

す。 

 

●前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10

または6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

  



『過去問解説』 

 
  



問 

甲土地上に準耐火建築物を建築する場合における次の①、②を求め、解

答用紙に記入しなさい（計算過程の記載は不要）。 

 

① 建蔽率の上限となる建築面積 

② 容積率の上限となる延べ面積 

 

 

 

 

 

 
  



【答え】 

① 600(㎡) 

●建築面積の上限(最大建築面積)=敷地面積×建ぺい率 

 

[建ぺい率の上限が緩和される場合] 

防火地域内にある耐火建築物 プラス10% 

準防火地域の耐火建築物・準耐火建築物 プラス10% 

特定行政庁が指定する角地 プラス10% 

建ぺい率が80%とされている地域内で、防火

地域内になる耐火建築物 

建ぺい率100 

(建ぺい率の制限なし) 

 

[建ぺい率の上限緩和] 

準防火地域の耐火建築物・準耐火建築物+10% 

特定行政庁が指定する角地+10% 

建ぺい率=指定建ぺい率 80%×10%×10%=100% 

 

[建築面積の上限=敷地面積×建ぺい率] 

建築面積の上限=600㎡×100%==600㎡ 

 

したがって① 建蔽率の上限となる建築面積は600㎡となります。 

  



② 1,800(㎡) 

容積率の上限となる延べ面積 
容積率は、敷地面積に対する延べ面積(各階の床面積の合計)の割合の

ことを言います。 

 

[計算式] 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

[容積率の制限] 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

前面道路が2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道路と

なります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

・前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となりま

す。 

・前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10

または6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 

●本問では、 

道路は5mと6mありますが、幅の広い6mが前面道路となります。 

前面道路6m×6/10=360% 

指定容積率は400%で、小さい方を限度としますので360%となります。 

 

延べ面積の上限=600㎡×360%(3.6)=2,160㎡ 

 

② 容積率の上限となる延べ面積は、2,160㎡ 

 

 

したがって正解は、① 600(㎡) ② 2,160 (㎡) 

  



■小規模宅地の特例 

 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

 

小規模宅地の相続税の特例とは主な財産は自宅や事業用資産ですが、

多額の相続税がかかるために、それを回避できるように設けられた特例制

度です。(贈与にはこの特例はありません。) 

相続や遺贈により取得した被相続人の居住用や事業用の建物に対して、

一定の条件で通常の評価から一定の割合を減額します。 

 

 

【適用対象宅地、面積、減額割合】 

 [限度面積・減額割合] 

区分 限度面積 減額割合 

居住用 特定居住用宅地 330㎡ 80% 

 

事業用 

特定事業用宅地 400㎡ 80% 

特定同族会社事業用宅地 400㎡ 80% 

貸付事業用宅地 200㎡ 50% 

  



[計算式] 

減額される金額＝宅地の評価額×限度面積/総面積×減額割合 

 

※限度面積は、総面積が上限となります。 

 

 

  



『過去問』 

問 

「妻Ｂさんが自宅建物とその敷地を相続により取得し、当該敷地（相続税

評価額 6,000万円）について、特定居住用宅地等として限度面積まで

『小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例』の適用を

受けた場合、相続税の課税価格に算入すべき当該敷地の価額は（ ④ ）

万円となります」 

 

 

[資料] 

・特定居住用建物 

・土地面積：400㎡ 

・特例適用前の宅地の評価額：6,000万円 

  



【答え】 

[限度面積・減額割合] 

区分 限度面積 減額割合 

居住用 特定居住用宅地 330㎡ 80% 

 

事業用 

特定事業用宅地 400㎡ 80% 

特定同族会社事業用宅地 400㎡ 80% 

貸付事業用宅地 200㎡ 50% 

 

 

減額される金額＝宅地の評価額×限度面積/総面積×減額割合 

減額される金額＝6,000万円×330㎡/400㎡×80%=3,960万円 

 

 

課税価格=6,000万円-3,960万円=2,040万円 

 

 

 

  



■貸家建付地の相続税評価 
 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ○ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

 

 
 

 

  



『過去問』 

問 

「Ａさんが甲土地に賃貸マンションを建築した場合、相続税額の計算上、

甲土地は貸家建付地として評価されます。仮に、甲土地の自用地価額を

２億円、借地権割合を 70%、借家権割合を 30％、賃貸割合を 100％とした

場合、甲土地の相続税評価額は（ ① ）となります」 

 

  



【答え】 

●貸家建付地評価額 

=自用地評価額×(1-借地権割合×借家権割合×賃貸割合) 

=20,000万円×(1-70%×30%×100%) 

=20,000万円×(1-0.7×0.3×1) 

=20,000万円×(1-0.21) 

=20,000万円×0.79 

=15,800万円 

 

よって正解は、① 1億 5,800万円 

 

  



■遺産に係る相続税の基礎控除 

 

 出題率 

◎○△× 

学科 ○ 

資産設計提案業務 ◎ 

個人資産相談業務 ◎ 

生保顧客資産相談業務 ◎ 

 

相続税の総額を求める際に使用する計算式となります。 

 

[計算式] 

＝3,000万円＋600万円×法定相続人 

 

 

  



『過去問』 

 
問 

Ａさんの相続が開始した場合における相続税の総額を試算した下記の表

の空欄①～③に入る最も適切な数値を求めなさい。なお、課税遺産総額

（相続税の課税価格の合計額－遺産に係る基礎控除額）は１億円とし、

問題の性質上、明らかにできない部分は「□□□」で示してある。 

 

 
 

 
  



【答え】 

<法定相続人> 

 
 

<法定相続分> 

 
  



●法定相続人：妻 B さん・長女 D さん・孫 E さん 

 

●遺産にかかる基礎控除額の算出方法 

3,000万円＋600万円×法定相続人の数です。 

3,000万円＋600万円×3人=① 4,800万円 

 

●課税遺産総額を法定相続人で各人に分配 

法定相続分：妻 B さん 1/2・長女 D さん 1/4・孫 E さん 1/4 

・妻 B さん：1億円×1/2=5,000万円 

・長女 D さん：2億円×1/4=2,500万円 

・孫 E さん：2億円×1/4=2,500万円 

 

●各人の相続税額 

 
 

・妻 B さん：5,000万円×30%-700万円=800万円 

・長女 D さん：2,500万円×15%-50万円=325万円 

・孫 E さん：2,500万円×15%-50万円=② 325万円 

・ 

相続税の総額=800万円+325万円+325万円=③ 1,450万円 

 

したがって正解は、①4,800 (万円) ②325 (万円) ③1,450万円 

 

  



【おわりに】   
最後までご覧いただきありがとうございました。 

 

普段の生活にプラスして、FP 試験の勉強するのはとても大変だと思いま

す。 

仕事の合間を縫って勉強されている方、家事育児をしながら勉強されて

いる方、会社から言われて試験を受ける方など色々な人がいます。 

 

忙しくてなかなか勉強できない人もいるもいるかと思いますが、この教材が

皆さんの勉強のお役に立てたのでしたらなによりです。 

 

FP 試験の合格の目安は『過去問 5 回分を常に 90点以上取れるようにす

ること』です。この目安をクリアするために過去問を中心に勉強すること

が、合格への最大の近道となります。 

 

最後まで悔いの残らないように頑張ってください。 

 

FP 試験の結果はどうあれ、お金の知識は無駄になりません。 

一生使うことができます。 

 

FP の勉強された方は、ニュースを見た時、今まで分からなかったことがき

っと理解できるようになっていると思います。 

 

ぜひこれからの生活に FP で学んだお金の知識を生かしていただければ

と思います。 

 

皆さんの FP 試験の合格を祈っております。 

 

これからも、メルマガや YouTubeなどで情報発信をして参ります。 

どうぞ今後ともよろしくお願い申し上げます。 

 

【こう】 

 


